
セグメント情報
（単位：円）

検 査 等 解析及び評価 原子力災害の予
防等 調査、試験等 情報の収集、整

理等
その他原子力の
安全の確保 計 法 人 共 通 合 計

事 業 費 用 2¶798¶985¶453 2¶515¶793¶175 4¶497¶008¶252 8¶797¶552¶889 2¶309¶057¶591 0 20¶918¶397¶360 1¶982¶452¶752 22¶900¶850¶112

１ 人件費 1¶762¶532¶734 915¶401¶667 402¶293¶743 1¶141¶981¶261 579¶700¶454 0 4¶801¶909¶859 919¶423¶387 5¶721¶333¶246

２ 業務費（除く人件費） 1¶036¶306¶995 1¶600¶240¶165 3¶968¶486¶657 7¶654¶749¶798 1¶728¶437¶869 0 15¶988¶221¶484 0 15¶988¶221¶484

３ 一般管理費（除く人件費） 0 0 0 737¶121 745¶015 0 1¶482¶136 1¶059¶426¶162 1¶060¶908¶298

４ 財務費用 145¶724 151¶343 126¶227¶852 84¶709 174¶253 0 126¶783¶881 3¶603¶203 130¶387¶084

事 業 収 益 3¶055¶953¶107 2¶515¶793¶175 4¶497¶058¶975 8¶798¶266¶883 2¶309¶267¶925 0 21¶176¶340¶065 2¶046¶618¶356 23¶222¶958¶421

１ 運営費交付金収益 1¶570¶954¶600 2¶481¶719¶527 3¶598¶611¶445 8¶528¶638¶210 2¶254¶900¶959 0 18¶434¶824¶741 1¶890¶778¶607 20¶325¶603¶348

２ 手数料等収入 1¶366¶601¶350 0 0 0 0 0 1¶366¶601¶350 0 1¶366¶601¶350

３ 受託収入 0 0 0 72¶644¶530 20¶116¶500 0 92¶761¶030 0 92¶761¶030

４ 資産見返負債戻入 118¶397¶157 34¶073¶648 898¶396¶807 196¶270¶149 34¶040¶132 0 1¶281¶177¶893 91¶674¶145 1¶372¶852¶038

５ 財務収益 0 0 0 0 210¶334 0 210¶334 61¶704¶482 61¶914¶816

６ 雑益 0 0 50¶723 713¶994 0 0 764¶717 2¶461¶122 3¶225¶839

事 業 損 益 （収 益 － 費 用） 256¶967¶654 0 50¶723 713¶994 210¶334 0 257¶942¶705 64¶165¶604 322¶108¶309

総 資 産 411¶839¶385 223¶549¶172 5¶873¶166¶899 688¶246¶095 232¶238¶742 0 7¶429¶040¶293 17¶444¶930¶713 24¶873¶971¶006

１ 流動資産 0 0 0 0 0 0 0 16¶247¶263¶585 16¶247¶263¶585

２ 固定資産 411¶839¶385 223¶549¶172 5¶873¶166¶899 688¶246¶095 232¶238¶742 0 7¶429¶040¶293 395¶506¶996 7¶824¶547¶289

有形固定資産 399¶655¶885 19¶608¶722 5¶650¶888¶178 508¶905¶492 13¶044¶178 0 6¶592¶102¶455 99¶620¶952 6¶691¶723¶407

無形固定資産 12¶183¶500 203¶940¶450 222¶278¶721 179¶340¶603 219¶194¶564 0 836¶937¶838 295¶886¶044 1¶132¶823¶882

３ 投資その他資産 0 0 0 0 0 0 0 802¶160¶132 802¶160¶132

~

１ 事業の区分方法
独立行政法人原子力安全基盤機構法（以下、「機構法」という。）第13条の定める業務の範囲を基本として区分しております。

２ 各区分の主要な事業の内容
\ 検査等：機構法第13条第１項第１号に定める、原子力施設及び原子炉施設に関する検査その他これに類する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
機構法第13条第２項第１号及び第２号に定める、原子炉等炉規制法（第68条第１項から第３項まで）及び電気事業法（第107条第１項から第３項まで）の規定による立入検査等
機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち運搬物確認等の業務

] 解析及び評価：機構法第13条第１項第２号に定める、原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
^ 原子力災害の予防等：機構法第13条第１項第３号に定める、原子力災害の予防、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止及び原子力災害の復旧に関する業務及び機構法第13

条第６号に定める、付帯する業務
_ 調査、試験等：機構法第13条第１項第４号に定める、エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保に関する調査、試験、研究及び研修に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付
帯する業務

` 情報の収集、整理等：機構法第13条第１項第５号に定める、安全確保に関する情報の収集、整理及び提供に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
a その他原子力の安全の確保：機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち「検査等」に区分されている業務以外の業務
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